
世界標準、大崎に向けて

鹿児島県大崎町



2

人 口 13,277人 世帯数 6,743世帯

面 積 100.67㎢ 農業が主幹産業

ふるさと納税日本一（平成２７年度）

大崎町の概要



焼却施設がない
↓

埋立処分場の残余年数の逼迫
↓

埋立処分場の延命化

大崎リサイクルシステムのはじまり



１ 焼却炉の建設
⇒建設費・維持費の問題

２ 新たな埋立処分場の建設
⇒周辺住民の反対

３ 既存の埋立処分場の延命化
⇒分別ルールの策定・住民への説明
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３つの選択肢



0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

4,382 

3,764 

2,394 

1,700 

985 989 880 899 789 684 726 717 703 724 723 653 680 692 734 708 

35 

168 

651 

1,511 

2,393 2,321 
2,818 2,842 3,039 

2,937 
2,676 2,827 

2,999 
2,744 2,672 

2,519 

2,991 

3,472 
3,644 

3,187 

大崎町のゴミ量の推移（単位：トン／年）
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Ｈ10年 4,382 ｔ → Ｈ29年 708ｔ
（約84％削減）

埋立処分場の延命化

資源ゴミ

埋立ゴミ

大崎リサイクルシステムのインパクト（埋立ゴミ量の削減）
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項 目
全 国 平 均 大 崎 町

平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

１人１日当たりのごみ排出量 925g 734g 838g 899g 

ごみのリサイクル率 20.3% 81.9% 83.2% 83.4%

一般廃棄物最終処分場の
残 余 年 数 20.5年

１人当たりごみ処理事業経費 15,326円 6,600円 7,100円 7,550円

資源ごみ売却益金 8,747,942円 8,872,118円 7,637,009円

大崎リサイクルシステムのインパクト

（15,326円－7,550円）×13,000人≒1億円/年が福祉･教育等他分野へ



インドネシアの埋立処分場



鹿児島からインドネシアへ

（１）









リサイクルをSDGsの視点から再定義

経済 社会

ジェンダー

福祉

廃棄物管理

●再資源化による総額1億３千万円の売却益

雇用創出・資
源ごみの売却

●そおリサイクルセンターにおける40名の雇用
創出 ●ごみ出し困難者を対象にした相互補完型安否確認

<取組課題>
ごみ分別を通じた福祉面での安否
確認、環境・グローバル教育推進

●女性が主導するごみ分別と自治会活動

グローバル戦略

●11年連続リサイクル率日本一の住民参加による27品目分別リサイクル事業

●JICA事業におけるインドネシア国３地域における大崎システムの海外展開

廃棄物管理に
よる副産物の

事業化
●センターによる有機堆肥、自治会における
菜種油の事業化

多文化共生
●インドネシア研修員の滞在を通じた地域内の多文
化共生理解促進

教育 ●JICA事業を通じたグローバル教育、リサイクル奨学金の創設

・そおリサイクルセンターのインドネシア展開
・食品廃棄物を飼料として販売する事業化

・自治会の法人化を伴う、コミュニティビジネスの育成

・自治会を中心とし増加する定住外国人向けの支援事業
・リサイクル事業を学ぶ海外研修生対象の学校設立

<取組課題>
リサイクル製品の原料販売によ
る売却益と新規雇用を創出

<取組課題>
行政コスト増、埋立地逼迫を
解決する大崎システムを世界

に発信

・リサイクル率９０％達成のため、使用済紙おむつの再資源化
・し尿を活用したメタン発酵式の処理施設に更新し、再生エネルギーの創出と液肥製造

環境



第2回ジャパンSDGｓアワード 副本部長賞受賞
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第2回ジャパンSDGｓアワード 副本部長賞受賞

2019.1.14 大崎町SDGｓ推進宣言

2019.3議会大崎町持続可能なまちづくり推進条例可決

2019.1．14
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令和元年度SDGｓ未来都市選定

2019.1．14



世界標準、大崎に向けての挑戦

１ 国際戦略

２ 人材育成

３ パートナーシップ



～ねらい～

ＳＤＧｓによる

まちの可視化

↓
ＥＳＧ投資

（２５００兆円超）

国県の補助に頼らない
持続可能なまちづくり



持続可能な世界標準のまち

大崎に向けて


